
宮城県沖地震に備えた施設整
県有建築物の耐震化率

86.1%
（平成19年度）

施策
番号

施策の名称

事業費
（決算（見込）
額，施策の事
業費合計）

　近い将来，発生が確実視されている宮城県沖地震をはじめとする大規模災害に備え，市町村や関係機関と連携しながら被害を最小限にする県土づ
くりに取り組みます。
　地震，津波などに対しては観測体制を強化し，その情報を県民等に迅速に提供することにより被害の軽減を図ります。
　また，早急に学校をはじめとする公共施設の耐震化について取り組むとともに，住宅等についても耐震化を促進します。
　津波に対しては，水門等の施設整備などを順次進めていきます。同時に，住民や観光客等が速やかに避難できるような広報・避難誘導態勢を整備す
るなど，ソフト対策も進め，総合的な津波対策を推進します。
　一方，洪水及び土砂災害に対しては，県民への防災情報をより迅速かつ的確に提供するなどのソフト対策と合わせ，自力での避難が困難な災害時
要援護者の入居施設や二次被害の防止を目的とした避難所，避難経路など，より効果的な施設整備を計画的に進めます。
　また，災害に対しては県民一人ひとりの防災意識の向上が特に重要であるため，平常時からのきめ細かな情報提供を行うとともに，企業に対するＢＣＰ
（緊急時企業存続事業計画）策定の啓発及び県民への防災教育の普及促進を図ります。
　災害発生時の対応は，行政だけでは限界があり，地域住民との連携が必要です。このため，住民による自主防災活動と，企業による地域防災活動を
促進するほか，これらの活動のリーダーとなる人材育成を行うなど体制整備を推進します。
　さらに，地域の中で災害時要援護者の安全が確保されるよう，避難体制や避難所の環境整備などについて，市町村や関係機関との連携を強化すると
ともに，自主防災組織への情報提供を図ります。
　加えて，被災後の県民の不安を軽減するため，正確な情報提供体制の整備を図るとともに，適切な被災者救済を行います。

Ｂ

評価対象年度 平成19年度 政策評価シート 政策 14

「宮城の将来
ビジョン」にお
ける体系

政策名 14
宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小限に
する県土づくり

政策担当部局
総務部，保健福祉部，経済商
工観光部，農林水産部，土木
部，企業局，教育庁

評価担当部局 総務部

政策の状況
政策で取り組む内容

目標指標等の状況 施策評価現況値
（測定年度）

達成度

政策を構成する施策の状況

政策の成果（進捗状況） 評価 評価の理由・各施策の成果の状況

・各施策の成果等から見て，政策の進
捗状況はどうなっているか。

概ね順調

・宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小限にする県土づくりに向けて，3つの施
策で取り組んだ。
・「施設整備や情報ネットワークの充実」については，橋梁や建築物の耐震化が進んでお
り，概ね順調と考えられる。
・「大規模自然災害対策の推進」については，ハード対策に留まらずソフト対策も成果があ
がっており，概ね順調に推移している。
・「地域ぐるみの防災体制の充実」については，地域防災力の強化・向上に資する事業群
が着実に進捗していることから，概ね順調に推移していると判断する。
・以上各施策の取り組み状況や目標指標の推移から判断して，各施策の目標とそれを構成
する事業の方向性が合致しており，概ね順調に推移していると考えられる。

政策を推進する上での課題等　 ※施策の必要性・有効性・効率性の観点からの課題等

・政策を構成する3つの施策については概ね順調に推移しているものの，県民意識調査結果を見ると，「重視」が8割以上である一方，満足度は4割から
5割に留まっている。ハード・ソフトの両面において，更なる施策の推進が求められていることから，費用対効果を勘案しながら，加速すべき事業を見極
めて拡大を図っていく。

政策評価（総括）

※目標指標等の達成度　Ａ：「目標値を達成している」
　 　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ：「目標値を達成していないが，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している，又は現状維持している」
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ：「目標値を達成しておらず，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している」
　　　　　　　　　　　　　　　  N：「現況値が把握できず，判定できない」

31
宮城県沖地震に備えた施設整
備や情報ネットワークの充実

3,873,956千円

県有建築物の耐震化率
（平成19年度）

概ね順調

防災リーダー研修受講者数
239人

（平成19年度） Ａ

32
洪水や土砂災害などの大規模
自然災害対策の推進

9,599,419千
円

洪水ハザードマップ作成市町村数（市町村作成率）

33 地域ぐるみの防災体制の充実

概ね順調

今後の河川整備等により，洪水による浸水から守ら
れる住宅戸数

12,000戸
（平成19年度）

緊急輸送道路の橋梁の耐震化完了数（完了率）
43橋（54％）
（平成19年度） Ｂ

土砂災害危険箇所における対策実施箇所数（ハー
ド対策箇所数及びソフト対策箇所数）

1,253箇所
（平成19年度） Ｂ

21市町村（70%)
（平成19年度） Ａ

13,586千円

自主防災組織の組織率
83.6%

（平成19年度） Ａ

Ｂ

Ａ
概ね順調

地すべり，急傾斜地崩壊等から守られる住宅戸数
12,982戸

（平成19年度） Ａ

めて拡大を図 て く。


